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雇用保険，解扉規制と雇用創出の
動学的一般均衡理論＊
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概要

本論文では． 日本経済が直面する雇用問題を分析できる理論的フレームワー

クについて展望する．分析フレームワークに対する要求として．以下の 5 点に

注目する．まず労働市場に対する政策として. (1) 雇用保険. (2) 解雇規制と退職

手当及び日本に固有の事情である(3) 新卒採用制度を考慮する．加えて， (4) 事業

所が作り出す雇用創出・喪失を明示的に扱うことと. (5) 家計貯蓄の役割につい

ても分析する必要がある事について言及する．

Keywords: 雇用保険．解雇規制，雇用創出．扉用喪失

JEL Classification : E24 

1 はじめに

1.1 研究動機

2008 年 9 月に発生したいわゆるリーマンショック以降世界経済は深刻な

景気後退に直面した． トヨタやソニーといった世界的企業も例外ではなく．中

小企業だけでなく日本を代表する大企業までもが大規模な雇用調整を行うこと

となった．不況期における雇用調整は．景気循環に伴うコストとして．常にマ

クロ経済学の中心的課題であった．日本において雇用調整の影響を大きく受け

•本研究は立正大学経済研究所から助成を受けている．
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るのが，非正規労働者及びこれから新卒採用で労働市場に参加しようとしてい

る高校生および大学生である*1. 雇用調整のかなりの割合が新卒採用で行われ

ているH本の労働市場の特殊性を考えた場合，景気後退の影響を大きく受ける

のがまだ労働市場に参加していない学生である* 2_ ところが，日本の労働市場

の特殊性に関する実証研究は非常に多いものの，この点を理論的に分析するこ

とはそれほど注目されてこなかった．一方，非正規雇用者の問題に関しては，

ヨーロッパ諸国を中心に理論的研究の蓄積がある*3. ヨーロッパ諸国，例えば

スペインなどは高失業率に悩んでおり，その原因の一部は非正規雇用問題であ

ると考えられている. B本経済は90年代以降に扉用環境が急激に悪化し，失

業率はアメリカを逆転するまでに至った． しかし， 80年代までは一貫して2%

程度という低失業率をほこった．これが，結果的に，失業問題を深刻に考える

制度的基盤作りが遅れるという結果をもたらしたことは皮肉である．

本論文では，山田 (2005) 第3章及びYamada (2006) に基づいて，現在の

日本経済が直面する雇用問題を分析できる理論的フレームワークについて展望

する．表1は，労働市場における経済政策を動学的一般均衡理論のフレームワー

クで分析した研究の（不完全な）リストである. Alvarez and Veracierto (1999) 

は， Lucas-Prescott モデルを拡張して労働市場に対する政策として， (a) 雇用保

険 (Unemployment Insurance), (b) 解扉規制 (Employment Protection) と退職

* I新卒採用予定者が景気後退の影響を受けることは始めての経験ではない. 90年代後半か

ら2000 年前後に就職活動を行った．いわゆる「ロスト・ジェネレーション（失われた世

代）」と呼ばれる世代は現在の高校生・大学生が直面している状況と同じ状況を経験し

たといえる．

• 2Kondo (2007) やGenda, et al. (2007) は．景気後退期に労働市場に参加するコホートが

長期にわたって所得低下する可能性がある事を実証的に明らかにしている．

Oreopoulos et al. (2008) やvon Wachter and Bender (2006), Kahn (2007) は．アメリ

力やドイツにおいても同様に景気後退期に就職活動を行うことが生涯所得やキャリア

形成にマイナスの影響を与えることを明らかにした. Miyazaki, et al. (2009) は，景気後

退期に経済に参加するコホートが他の世代とリスクシェアリングを行う際，資本市場が

重要な役割を果たす事を理論的に明らかにしている．

• and Sargent (1999, 2007a, 2007b) による一連の研究は．ヨーロッ

パにおける扉用問題を分析している．また, Alonso-Borrego, et al. (2007) はスペインに

おける正規・ 非正規雇用者が混在するモデルを構築している．
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手当 (Severance Payments), (c) 最低賃金 (Minimum Wage) 及び(d) 労働組合

の役割の重要性を分析している．一方, Alonso-Borrego, et al. (2007) は同様

の動学一般均衡理論のフレームワークに基づいて'(e) 企業サイドの雇用に関す

る意思決定を明示化し， (f) 家計貯蓄による失職時の自己保険の役割を加えて，

スペインにおける(g) 非正規雇用問題 (Short-Term Job) を分析するフレームワー

クを提供している．本論文では(a), (b), (e), (f) に加えて．日本に特有の(h) 新卒

採用を考慮しながら分析可能な動学的一般均衡のフレームワークを考えてい

＜．我々の分析対象は定常均衡のみであり. (i) マクロ経済ショックの影響につ

いてはその対象外である．

分析対象

(a) 雇用保険

(b) 解雇規制

(c) 最低n金
(d) 労働組合

(e) 企業の迂思決定

(f) 貯蓄行動

(g) 非正規燿用者

(h) 新卒採用

(i) 賃金格差

G) マクロショック

表 1 先行研究リスト

代表的先行研究

Shavell and Weiss (1979), Hansen and lmrohoroglu (1992), Atkeson and Lucas (1995), Hopenhayn and 
Nicolini (1997), Alvarez and Veracierto (1999), Abdulkadiroglu, et al. (2002), Wang and 如 liamson (2002), 
Werning (2002), Kochertakota (2003), Young (2004), Costain and Rerter, Blanchard and Tirole (2007), Pavoni 
(2007) 

Bentolila and Bertola (1990), Lazear (1990), Alvarez and Veracierto (1998, 1999,2001), Bertola (2004) 

Alvarez and Veracierto (1999) 

Alvarez and Veracrerto (1999) 

Hopenhayn (1992), Hopenhayn and Rogerson (1993), Alvarez and Veracierto (1998,2001) 

Lentz (2003), Lentz and Tranaes (2005), Alonso-Borrego et al. (2007), Shimer and Werning (2005) 

Sleet and Yeltekin (2001), Alonso-Borrego et al. (2007), Alvarez and Veracierto (2006) 

Yamada (2006) 

Acemoglu (1999,2002). Acemoglu and Shimer (1999ab,2000). Gomes et al. (2000) 

Caballero and Hammour (1994). Campbell (1998), Campbell and Fisher (2000,2004), den Haan et al. (2000). 
Veracierto (2004,2008). Samaniego (2006.2008), Lee and Mukoyama (2007} 

1.2 最適雇用保険

バプル期以前の日本経済において．失業問題は決して深刻なものでなかった．

このことは結果的に雇用保険制度を脆弱なものにしてしまった* 4. しかし．

• を る ． を る る．

(2000. 2002, 2004) は．日本における扉用保険制度の効果に関する希少な実証研究であ

る．小原 (2000) によると．失業給付が切れる時点で再就職確率は最大となり．雇用保

険給付者は非受給者よりも 58.5% も再就職確率が低く．扉用保険の給付は失業を長期化

させている． しかし．「給付期間」や「給付水準」の影欝はないと結論付けている．

Lazear (1990) はアメリカにおける雇用保険の実証分析を行っており．扉用保護を促進

する事が失業率を高めることを明らかにしている. Chetty (2008) は．流動性制約とモ

ラルハザードを考慮した部分均衡モデルを用いて．賓産がゼロに近い失業者の行動を定

式化して実証している．彼の研究によると．流動性制約に直面した失業者が失業保険に

よって職発見確率が低下するのは．モラルハザードではなく．流動性効果である．
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ヨーロッパを中心に深刻な失業問題を抱える国では．最適扉用保険制度

(Optimal Unemployment Insurance) をどのように設計すべきかは，非常に多

くの先行研究が存在する重要な課題の一つである. Shaven and Weiss (1979) 

や Hopenhayn and Nicolini (1997) は最適雇用保険制度に関する代表的先行研

究である．扉用保険制度を設計するうえで重要になってくるのは，政府が職探

しの努力 (Search Effort) を観察出来ないため，常にモラルハザードの恐れが

あるという点である．雇用保険額を高く設定しすぎたり，長期間にわたって提

供することは，職探し期間を長期化させたり留保賃金を高めに設定する事が知

られている. Pavoni (2007) はモラルハザードの問題を取り扱った近年の研究

であり．最低保障水準の導入を提案している．また, Sleet and Yeltekin (2001) 

は．私的情報制約の下で．一時的なレイオフを含む最適契約を取り扱っている．

失業者がそれなりの貯蓄を持っている場合と．まった＜貯えがなく流動性制

約に直面している場合では．扉用保険の効果は違ってくるであろう． しかし，

職探しの努力や貯蓄額といった情報は通常は私的情報であることから．最適雇

用保険制度の設計は私的情報 (Private Information) 制約における最適契約と

いう性質の問題となる. Kocherlakota (2003) や Werning (2002) は. First-

Order Approach に基づいて，サーチ努力だけでなく貯蓄が観察出来ない環境

における最適雇用保険を分析している. Werning (2002) は，最適雇用保険は

期間に関する増加関数となるが．給付水準は非常に低くなると結論付けている．

若い失業者は貯蓄が少なく．厳しい借入制約に直面している可能性がある．

Shimer and Werning (2005) は．そのような経済環境における最適扉用保険を

デザインする必要性を議論している. Chetty (2008) もモラルハザードの問題

と流動性制約の関係性を理論的及び実証的に分析している．近年では．

Blanchard and Tirole (2007) のように最適な雇用保険と扉用の安定性の両

面から失業問題を分析する必要性が議論されている．

一方，数値解析分析に基づいてに最適な雇用保険制度の設計に関する議論も

多くなされている. Hansen and imrohoroglu (1992) や Abdulkadiroglu, et 

al. (2002). Wang and Williamson (2002), Young (2004) は数値解析的に最

適雇用保険率 (Optimal Replacement Rate) を計算している. Hansen and 
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imrohoroglu (1992) は．モラルハザードの影響を考慮しない場合．最適所得

代替率は 65% と非常に高くなるものの．モラルハザードの影響を考慮すると

5 % にまで低下する事を明らかにした. Abdulkadiroglu, et al. (2002) は. Hansen 

and imrohoroglu (1992) とHopenhayn and Nicolini (1997) の研究を一般化し．

期間に依存した失業保険が DGE モデルの中で厚生改善になるかを分析してお

り．失業手当を歴史依存 (History Dependent) にしたとしてもそれほど厚生

改善は見込めないことを明らかにしている．また政府が貯蓄を観察出来ない場

合．長期間の失業保険が正当化させるが．貯蓄環境を観察出来ない場合．長期

問の失業保険は厚生改善しないと結論付けた. Wang and Williamson (2002) 

では．アメリカ経済における Experience Rating (失業保険の財源の一部を企

業に負担させる制度）を考慮している．以上の研究は定常状態間の比較である

が, Young (2004) は分析を移行過程にまで拡張しており，最適雇用保険（ゼ

ロに近い所得代替率）に移行する事は資産水準が非常に低い家計と失業者以外

には厚生改善となる事を明らかにした．数値解析的に分析されたこれらのモデ

ルは．動学的一般均衡理論に基づいているため実際的な数値を求めることが出

来るが，モデルの性質から最適な保険料「率」を求めるにとどまり， より複雑

な制度設計にまで踏み込む事は困難である．

1.3 解雇規制と退職手当

通常の RBC モデルのように. Cobb-Douglas 型（一次同次）生産関数を持つ

企業が無数に存在する経済において．企業の参入・退出行動は実質的な意味を

持たず．企業が雇用を創出しているか否かといった問題を明示的に考えること

はできない* 5. Hopenhayn and Rogerson (1993) は, Hopenhayn (1992) の

*5RBC スタイルのモデルにサーチ活動を導入した研究は数多く存在している例えば．

Merz (1995) や Andolfatto (1996), Costain and Reiter (2006) はRBC モデルにサーチ

活動を導入して．マクロ経済とマッチングを試みている. Costain and Reiter (2006) に

よると．サーチを使っても通常の RBC モデルのままではマクロ経済変動を説明出来ない．

マッチを良くするためには, Sticky Wage とEmbodied Technological Progress が大切で

あると結論付けている. Moen (1997) もサーチが含まれた一般均衡モデルを構築して

いる. den Haan, Ramey and'Watson (2000) は雇用創出・喪失の景気変動を DGE モデル

で分析している．また. Veracierto (2008a, b) はRBC モデルに Establishment

Dynamics を導入して．労働市場の変動を説明している．近年の Veraciero (2007) によ

る研究では, Island モデルと Hopenhayn and Rogerson (1993) モデルを統合したアプロー
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フレームワークに基づいて，雇用調整に費用（解雇費用）がかかる経済環境で

無数の企業によって作り出される扉用ダイナミクスの一般均衡モデルを提案し

ている*6. 彼らのモデルによると調整費用が存在する事によって企業は採用

をためらうことになり，例えば解雇費用が給与の一年分であった場合，失業率

を2.5% 上昇させる事を明らかにしている．このとき．企業の最適意思決定はCs.
S) ルールとなり，現在の雇用水準が一定水準を大きく下回る（上回る）場合

には一気に調整されるが．最適水準からの乖離が小さい場合には全く調整がな

されない．一方, Caballero and Hammour (1994) は，景気悪化局面における

雇用創出・喪失のポジティブな役割に注目している．

Alvarez and Veracierto (1998) によると退職手当は家計への保険というより

は企業へのペナルティであり，退職手当の存在により厚生改善が見込まれる．

解雇規制が非常に厳しい国では，正規社貝を減らす代わりに短期間の非正規扉

用者を受け入れる場合がある．実際, Alonso-Borrego et al. (2006) のTable 1 

によると, OECD の多くの国で短期雇用が存在している. Alonso-Borrego et 

al. (2006) によると．退職手当が必要な経済環境で解雇が容易な短期間契約社

員の存在を認めないと．失業率は低下するが．厚生へのインパクトは曖昧にな

る. Ljungqvist and Sartent (2006a, b) も同様のフレームワークを用いて．ヨー

ロッパにおける失業問題を分析している．一方, Alvarez and Veracierto (2006) 

は, Alvarez and Veracierto (1999) を拡張して，短期雇用を含む動学的一般均

衡モデルを構築している．

チを提案している．また．伝統的な労働サーチモデルに関しては. Mortensen and 
Pissarides (1994) を参照してほしい. Gomes, et al. (2000) はRBC スタイルにジョプサー

チと賃金格差を導入して．雇用保険の役割及び景気循環の費用について分析している．

• る 研究 て Bentolila and Bertola (1990) がある．彼らは退職

手当によって厚生を劣化させる可能性を指摘している. Caballero et al. (1997) は．調整

は非線形・ 非凸であり．調整が行われるときには一気に変化するがそれ以外では全く調

整されないモデルを提示している．
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1.4 雇用創出・喪失と企業の意思決定

近年の労働市場に関する議論は， Davis, et al. (1996) 以降これまでマクロ

経済学が扱ってきた自発的・非自発的失業といった問題から離れ，企業あるい

は事業所単位の雇用機会の創出 (Job Creation) と喪失 (Job Destruction) と

いうミクロ的な視点へと注目が移ってきた*7. 言い換えると，マクロ経済に

おける失業率を低下させるために公共事業などを行うという発想ではなく．扉

• 消失が発生するメカニズムを通じた雁用変動の原因と結果からマクロ

経済における失業問題を捉えるという考え方である．そのためには企業による

新規雇用の創出及び雇用機会の消失に関するミクロ的なモデル化と．そのマク

ロ経済学的なインプリケーションが必要となる．

雇用創出及び喪失は次で定義される* 8. t期時点において，ある企業が雇用

していた扉用水準がn,- 1であり，今期の雇用水準を n, とする. n, -n,- 1が正

値であればその企業はネットで雇用創出をしており，逆に負値であれば雇用喪

失をしていると呼ぶ雇用創出率(Job Creation Rate:JCR) 及び雇用喪失率(Job

Destruction Rate ; JDR) は．

~max(n, -n,- 1, 0)~max(n,-1 -n,, 0) 
JCR= JDR= 
~Ilt-1~Ilt-1 

で定義される．すなわち，屈用創出率とは全雇用に占める雇用の純増率であり．

雇用消失率は全雇用に占める雇用の純減率である. Campbell (1998) や

Campbell and Fisher (2000, 2004) は，企業のミクロ的意思決定を含む動学的

一般均衡モデルを構築し，マクロショックを導入して景気循環における雇用創

出・喪失の説明を試みている* 9. Samaniego (2006, 2008) や Lee and 

• は． 日本経済における雇用創出及び消失に関する実証研究を詳細に行って

いる．また．太田・玄田・照山 (2008) は．雇用創出・喪失を含む. 1990 年代以降のH

本における失業問題をサーベイしている．アメリカにおける雇用創出・喪失に関しては．

Davis et al. (1996). Davis and Haltiwanger (1999), Davis et al. (2006) 及ぴFabennan (2004) 

を参照せよ．

• 正 ては Davis et al. (1996) 及び玄田 (2004) を参照せよ．

• ． る は ． を

在している．例えば. Khan and Thomas (2007, 2008) は無数の企業が存在するモデル

で調整費用とマクロ経済を分析している．調整費用については. Hamennesh and Pfann 

(1996) がサーベイしている. Caballelo, et al. (1995, 1999) も企業レベルでの投資の調

整費用とマクロ経済を分析している. Atkeson and Kehoe (2003) は．企業ダイナミクス

モデルは第二次産業革命以降の生産益の動きを説明できることを明らかにしている．
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Mukoyama (2007) も企業の参入・退出行動と景気循環の関係をモデル化して

いる．

本論文では，動学的一般均衡理論のフレームワークに基づいて表 1に関する

問題をいかに統一的に扱うべきかについて考察していく．基本になるのは，

Yamada (2006) によるモデルである. Yamada (2006) は， Alvarez and 

Veracierto (1998, 2001) 及びAlonso-Borrego, et al. (2006) を簡単化し，企

業レベルでの雇用ダイナミクスと家計の失業リスクをモデル化している．この

モデルに基づいて，雁用創出及び喪失という視点から雇用ダイナミクスを記述

し，家計が直面する扉用問題を分析する．

各事業所は固有の生産性ショックに直面している下で，生産のための労働投

入量を決定する． しかし，雇用調整には費用がかかるため，個別企業の雇用に

関する意思決定が扉用創出あるいは消失を作り出す．家計は，無数に存在する

どこかの企業で働くことによって賃金を得て消費活動を行う． しかし，企業の

意思決定次第で失職する可能性が存在する．雇用リスクに関する保険市場は不

完備なため予備的貯蓄が存在し，内生的に資産分布が生成される．失業者は雇

用保険を受け取りながら，職探しの為にサーチ活動に時間を費やす．よって，

ここで考える労働市場の問題は，サーチ活動に伴う労働供給と企業が作り出す

労働需要の両面を明示的に考えていると考えられる．従来のサーチモデルでは

自らのサーチ努力不足によって職が見つからないという状況であったが，我々

のモデルでは新規雇用が足りないため， しかたなく失業を続けるという可能性

が生じる．

本論文の構成は以下の通りである．まず第2節で基本モデルを説明する．第

3節ではモデルのパラメターをどの様に設定すれば良いのかについて議論す

る．第4節ではモデルのパフォーマンスがどの程度優れているのかについて，

考察する．第5節では今後の展望を議論する．

2 モデル

• (e) 企業の意思決定及び(f) 貯蓄行動を含んだフレー
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ムワークで. (a) 雇用保険及び(b) 解扉規制の役割を考えていきたい．本論文で紹

介するモデルは, Alvarez and Veracierto (1998, 2001) 及びAlonso-Borrego et 

al. (2004) を簡単化したYamada (2006) に甚づいている．

2.1 企業行動と解雇規制

経済には無数の企業が存在し，各企業は生産性 St ES に関する固有リスク

に直面している．各企業は，前期にどれだけの労働者を雇っていたかn,-1 EN 

と現在の生産性s,の組 (n, _ 1, s1) によって区別される．固有リスク s, はマル

コフ過程 Q(s1 + 1, s1) に従うとし， s, に関する定常分布の存在を仮定する. t 

期期初に生産性s,を観察した企業は，前期の労働投入量n,-iを所与として，

利潤を最大化すべく現在の労働需要n,及び資本投入量k, を決定する．生産活

動に必要な資本は資本市場を通じて市場金利で自由に調達することが可能であ

り，前期の資本保有最は意思決定に影響を与えない．各企業は生産性s,以外は

を ． を + 7] く 1を仮定する

* 10_ 前期に雇用した労働者n,-iの一部<1n1-1 (0 < <J く 1) は定年退職する．

そのため，前期に n,-iだけ扉用していた企業にとって，新規雇用をしなければ，

利用可能は労働力はt期期初で (1 -a) n1 となる．

各企業は資本投入量を自由に調整できるため，もし雇用水準も前期の水準に

関わらず自由に選択できれば，摩擦が一切ない一時点の利潤最大化問題となる．

しかし，一般に日本でも欧米においても解雇規制が存在する事から解雇には費

用がかかる．そのため，前期の労働投入から扉用水準を変更する時には，次の

ような雇用調整費用が必要になるとする．

h(n,, nか 1)= w(ll[n, > (1- a)n,-d --II[n, く(1- a) n,- d) (n, -n,- 1) 

/[・]は指示関数 (Indicator Function) で[・]内の条件が成立している時には 1,

• 1°Lucas (1978) は．無数の企業が存在する経済における企業分布の内生的決定問題を考

えている. zをランダムに決まる各企業に固有の生産性としたときに．生産関数
y, = z1- "f(k, n)" のKを "Span of Control" と呼んでいる. Span of Control は. O<  K< 1 

の範囲を取り．企業が投入量としてコントロール出来る部分を示している.O<K<l

の仮定により個別企業のサイズは微小 (Infinitesimal) となる．
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そうでなければ0 の値を取り， W は現在の賃金水準，ては賃金を基準にした雇

用調整費用である．例えば，前期の雇用水準 n,_ 1 に対して現在の雇用最 n, を

減らそうとすれば，解雇をするために一人当たり費用 wl を支払う必要がある．

ただし，定年退職によって辞めていく労働者達に対しては一切，費用がかから

ない．そのため，余剰人員に悩む企業にとって，時間をかけて定年退職者によ

る雇用調整を行うか，それとも費用を払ってでも大幅な人貝削減を行うかは生

産性に依存して決まる. Caballero et al. (1997) は，アメリカ経済において調

整費用が線形に近いことを明らかにしており，我々のモデルでも費用関数は線

形である* 11. 解雇費用の典型的な例は，退職手当である．欧米では，レイオ

フに対して課税 (Firing Tax) することで安易な解雇を避けたり，解扉暦に応

じて屈用保険負担が変更される制度(Experience Rating) が存在している* 12. 

以上から，市場で決まってくる貨金を w, として資本レンタルに発生する利

子率を n とした時， t期における企業 (n1 _ 1, s1) の利潤 7f (n1 _ 1, s1) は．生

産最からコストを引いた

Jf(n,-1, s,) =s,k~n?- (r, + o)k, - w,n, -h(n,, n,-1) 

となる．ただし， 8 は資本減耗率である．労働者は生産性に関して同質的であ

り，労働者側から企業タイプは区別できないと仮定する．このとき，異なる賃

金オファーを行うインセンティブはなく，賃金は企業間で一定となる．固有リ

スク s, に関する保険市場は一切存在せず，企業の固有リスクは一切シェアする

ことが出来ないとする．そのため，企業の生産性に関するリスクは，労働者が

直面する雇用リスクとなる．

生産活動の維持に必要な固定費用は一切かからないと仮定する．また，生産

性は s, > 0 とし，新規企業の参入・ 退出行動は考えないものとする．

Hopenhayn and Rogerson (1993) は，生産活動に必要な固定費用の存在によっ

て，企業の参入・退出行動を企業の意思決定行動の一部として認めている．一

• 11Hamermesh and Pfann (1996) は．アメリカにおいては解扉よりも新規扉用の方が費用

がかかることを示している．

* 12 スペイン等のヨーロッパの一部の国では．退職手当として 1年分の給与を支払う必要が

ある場合もある．詳しくは Lazear (1990) を参照せよ．
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方. Alvarez and Veracierto (1998, は• Stが0となる確率を含めるこ

とで，企業の退出行動を明示化している．一般に景気循環における企業の参入・

退出行動が雇用に与える影響を分析することは重要であるが．定常均衡のみに

注目する場合には．事業所の新設・閉鎖と現存企業の新規雇用創出・喪失の区

別をすることは意味を持たない．そのため．企業の雇用ダイナミクスは現存し

ている企業のみによって作り出されているものとする．

各企業は無限期間の利潤を利子率で割り引いた現在価値を最大化するように

行動している．再帰的な経済環境を考えると．時間に関するサプスクリプトを

無視する事が出来る．企業の状態変数を (n, s) とした時．利潤最大化問題は

次のベルマン方程式の形で書く事が出来る．

V(n, s) = m.qx{ 冗(n, s) + 1 ! r EV(n', s')} (1) 

ただし, V(n, s) は価値関数であり, (n', s') は次期の状態である．企業利潤

は内部に留保されて企業家の消費活動に用いられると仮定し，家計への分配は

考えないものとする* 13. 雇用に関する意思決定は現在の状態のみに依存して

決定するため．意思決定を表す政策関数を n'= g(n, s) と書くことにする．

各企業の政策関数と生産性に関する推移確率から，企業タイプの分布が生成さ

れる．

2.1. l 企業分布

企業の総数を 1に基準化する．企業は連続体で存在しているため，大数法則

により，推移確率 Q(s1 + 1, s,) は現在の状態がs,である企業のうち．次期にs,+ 1 

が実現する企業の割合とみなす事が出来る．企業タイプ (n1 _ 1, s,) の割合を

* 13 この仮定はやや強いが．家計が企業保有権を売買する可能性を考慮すると．消費者のボー

トフォリオ問題を考えないといけないため状態変数が増え．数値計算が困難になる．こ

の問題は. "Curse of Dimensionality" として知られている．一方. Alonso-Borrego et 

al. (2004) のように企業利潤を等分して消費者に配分すると．失業者が企業保有から大

きな利潤を得るため．失職した際に生じる所得リスクが過小評価となる可能性がある．
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示す確率測度を <P (n1 -1, S1) と書くことにする* 14. 企業タイプの推移法則 (Law

of Motion) は，

P[(B, s,+1), (n,- 1, s,)] = { 
Q(s,+1, s,), if g(n,-1, s,) E B, 

0, otherwise. 

</J'(B, s') = T</J= J P[(B, s'), (n, s)]</J(dn, ds) 

で記述される．企業分布¢が時間を通じて一定となる

</J'= T</J 

が定常状態における企業分布となる．このような定常分布が存在する事は．

Hopenhayn and Prescott (1992) の定理 2 及び Stokey et al. (1989) の定理

11.12 によって保証されている．

全企業の内，前期の扉用水準から扉用最を拡大する (i.e. n1 > g (n1 _ 1, s1)) 企

業をり (n1, s1 + 1) と書くことにする．雇用拡大する企業の総数を

が=J <I> 十(n,, s,+1}(dn, ds) として．が(n,, S1+1) 竺</)+ (n"+ St+ I) と定義する．
n 

が (n1, s1 + 1) とは企業全体の内．扉用拡大をする企業の総数を 1 に基準化した

時の企業分布である．同様にして．現在の水準から雇用を減少する企業の割合

を¢― (n1, s1 + 1) と書くことにする．

資本取引に関しては摩擦が一切ないため．資本需要は資本からの限界投入が

利子率と一致する所で決定する．

k,= が(n,-1, s,) = [ 
0s,n~ 
戸 l

占

経済全体での企業側が作り出す労働需要及び資本需要は．各企業の需要を企業

分布で積分したものである．すなわち，

N『=J g(n,-1, s晶 (n,-1, s,}(dn, ds), 
Nx S 

• 14 確率測度であるため, f cp(n,-1, s,)(dn, ds) = 1となる．
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Kf= f が(n,- 1, s晶 (n,-1, s,)(dn, ds), 
Nx S 

であり，定常状態では N 『は一定になる．

2.2 家計行動

以上の企業行動と整合的に．家計行動をモデル化する．家計も無数に存在し

ており．人口を 1 に基準化する．各家計は．労働者，失業者及び新卒者の 3種

類に分けられ．企業の採用・解屈に関する意思決定の下で，消費・貯蓄活動を

行う．ある労働者が次期も雇用関係を維持しているかそれとも失職するかは．

所属する企業タイプ (n, _ 1, s,) の意思決定によって決定する．労働者が供給

する労働力は同質的であるため．彼が所属する企業が雇用削減を決定した場合，

失職の可能性がある．賃金は全ての企業で同じになるため．辞職して新しい企

業を探すインセンティブは存在せず，解雇問題は純粋に企業側の事情のみに

よって決定される．一方．失業者はサーチ活動に時間（労力）を投入して，新

規雇用を募集している企業を探す．失業者及び企業は互いに，雇用契約を交わ

すまで相手の情報を知らないとする．失業者は雇用拡大をしようとしている企

業に確率的にマッチする．賃金水準はサーチ活動による労働供給と労働需要が

一致するように均衡で決定する．

家計は無限期間の消費 {c,};: 。からの効用とサーチ活動 {e,};: 。に伴う不効用

の割引現在価値の期待値を最大化するように．消費・貯蓄を決定する． よって．

目的関数は．

= 
maxE~(/J(l - a))'[u(c,) - v(e,)] 

1-0 

となる．ただし.0</3<1 は割引因子であり. /]'は引退確率である. e, はサー

チ活動に費やす時間であり，初期保有時間を 1 に基準化する. v( ・）はサーチ

活動に努力を投入することによる不効用である．サーチ活動は失業時にしか行

わず．雁用されている時には e1 = 0, v(O) = 0 であるとし．労働供給に関する

不効用は考えない．そのため．レジャー目的で辞職することはない．
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●労働者労働者のタイプ（状態）は．働いている企業と自身が保有する貯蓄

額の組によって区別される．企業 (n1 _ 1, s1) に勤めていて現在の貯蓄額が

a, EA である労働者の， t期期初における事前の価値関数 (Ex-Ante Value 

Function) を

W(a,, n,-1, s,) = (1 -J(n, ー1, s,)) W(a,, n,, s,) + J(n, ー1, s,)S(a,, d,) (2) 

と定義する前の期に雁用されていた家計の事前での価値関数w(a 、, n,-1, s,) 

は，今期も扉用関係を維持された時の中間期(Interim) での労働者の価値関数

W(a1, n1, s1) と解雇された時の価値関数S(a1, d1) の，失職確率J(n1 _ 1, s1) 

に関する期待値となる．

t期期初の状態が (a1, n1 _ 1, s1) である労働者は企業側の固有リスクの実現

い _ 1, る． _ 1, s1) に

勤めている労働者が解雇される確率は，企業の意思決定に基づいて，

J(n,-1, s,) = max[o, 1-
g(n,-1, s,) 
(1-6)n,_J 

で決定する．勤続先企業が雇用拡大あるいは維持を決定した場合，解扉の可能

性はないためJ(n1 _ 1, s1) = 0となる．一方，企業が次期の雇用量を減少させ

ると決定している場合，労働者は同質的であるため，誰を解扉するかは確率的

に決定する．

雇用関係が維持されていれば，企業は雁用醤を政策関数n1 = g(n1 _ 1, s1) に

よって決定したため，その企業 (n1, s1) に所属している労働者は貯蓄 a, を保

有した状態から，次の問題を解くことになる．

W(a,, n,, s,) = max{u(c,) + (1- 6)/]E, W(a:+1, n,, s臼）}. (3) 
c,,a;+1 

subject to 

c, + a,+1~(1-r"i) w + (l + r,)a,, a, ミ 0.

W(a1, n1,  s1) は中間期に状態 (a1, n1,  s1) にある労働者の価値関数である．

労働者は賃金wと資本所得を現在の消費c,及び来期の貯蓄at+ Iに振り分ける．

ただし，雇用保険料として賃金の一部をぎだけ政府によって徴収される．次

期期初は状態 (a1 + 1, n1, s'1 + 1) となる．
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t期の期初に雇用関係にあった経済主体が解雇されて失業者のプールに入っ

た時，中間期における意思決定は．

S(a,, di)= max{u(c,) + (1- a)/3S(a1+1, d,+1)}, (4) 
， 

e,,a,+1 

subject to 

c, + a,+1 :<:::: μ(d,)w+ (1 + r,)a1 + I wl{d, =O}, a,~0. 

となる．失業者は，失業期間に応じて政府から賃金の一定割合μ(d1)W 単位の

雇用保険が支給される．雇用保険受給額は，失業期間 4 に依存して決定する．

d1 E {O, ... , D, D+l} 三 D とし， D 期間までは失業保険の受給資格があるが，

この期間を超えると失業保険は受けられなくなる．当然， d1+1=d,+l であり，

4 が D を超えたら D+l に一括りにする. d, = 0 は失職直後を意味している．

最適扉用保険の研究において，貯蓄が許されない環境の下では失業保険は失

業期間に応じて減らしていくことが最適であることが知られている* 1s_ ただ

し，このアイデイアが貯蓄が許された環境でも成立するかに関しては自明では

ない．実際，隠れて貯蓄する (Hidden Storage) 事が可能な環境で，

Kocherlakota (2003) は最適保険は失業の履歴とは無関係になることを示して

いる一方で， Werning (2002) は最適雇用保険は失業期間に関して増加関数と

なる事を示している．我が国の雇用保険制度に目を向けると一定期間しか受け

取り続けることが出来ない．そのため，失業保険を失業期間に依存した形にす

ることは分析目的として自然である．更に， t期に解雇されたばかりの労働者

は失業期間が 0期間 (di= 0) であり，この期のみ企業からの退職手当 lw を

受け取る事が出来る．退職手当は，企業が解雇する際に負担した解扉費用によっ

て決定する．

●失業者 t期期初に失業状態にある経済主体の状態は，貯蓄と失業期間の組

(a1, d1) によって記述される．彼らの問題は，

* 15 貯蓄がない場合の最適雇用保険政策に関しては, Hopenhayn and Nicolini (1997), 

Kocherlakota (2003) 及びWerning (2002) を参照せよ．
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sea,, d,) =~ 竺{- v(e,) + p(e,) f が(n,-1, s,) W(a,, n,, s,)(dn, ds) 

+ (1- p(e,))S(a,, d,)} (5) 

となる．期初にサーチ活動のために時間を e, 単位投入すると．それによって

p(e,) E [O, 1] の確率で新規扉用を募集している企業を発見することが出来る* 16. 

失業者は企業状態 (n, s) を確認できない状況でサーチ活動を行うため．新規

雇用のオファーを出している企業の状態は雇用されるまで未知である．そのた

め．雇用を拡大しようとしている企業が (n, _ 1, s,) のどれかにランダムに匝

面する．賃金は全ての企業で一定なため．企業を発見したら必ず扉用関係を結

ぶ．労働者の時と同様に．新しい職を発見できた人の行動は W (a,, n,, s,) で

記述され．サーチ活動を続ける人の価値関数は S(a,, d,) となる．中間期の問

題は．上で定義された労働者及び失業者行動とまったく同じである．ただし，

退職手当は既に受け取っているため．以降は受け取れない．

●新卒者 一部の労働者の引退に伴い，新たな労働者が参入してくる．人口を

一定に保つために．学校を卒業したばかりの新卒者は 6 だけ存在するとする．

彼らは雇用されていない (Non-employed) 状態で労働市場に参入してくるが．

通常の失業者と異なり．新卒採用率で新規雇用を探している企業に採用される．

前職がないため屈用保険を受け取れず．参入時には貯蓄もゼロであるとする．

新卒者の価値関数は次のように書く事が出来る．

s'=p'f が(n,-1, s,) W(O, n,, s,)(dn, ds) + (1 ーが）S (6) 

S= m:x{- v(e,) + p'f が(n, s) W(O, n, s')(dn, ds) + (1 ーが）s} (1) 

S= u(c り+ (1- a)/3S (s) 

新卒者の価値S は新卒採用率がによって決定する．新卒採用で漏れた場合に

は，家庭での生産活動に従事し，が単位だけの消費が可能になるが，貯蓄は不

* 16 サーチ活動の特定化に関しては, Shimer (2004) を参照せよ．
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可能であるとする．そのため新卒で採用されなかった人は， (8) 式を所与として

サーチ活動に投入する時間を(7) 式に基づいて決定する．新卒採用された際には

貯蓄を一切保有していないため， a,=O である点に注意せよ．

中間期に雇用されている経済主体の政策関数を a'=Aw (a,, 凡s,) と書き，失

業者の政策関数を a'= が (a,,d,) と書くことにする．このとき事前期における

意思決定は．

a'=Aw(a,, n,, s,)=x バ(a,, n;, s,) + (1- x) が(a,, 0), 

a'= が(a,, d,) = xAw (a,, n;, s,) + (1- x) が (a,, d,+1) 

X = { 1, if Employed. 

0, if Unemployed. 

と書くことが出来る．ただし, X は指示関数で雇用状態にあるときに 1, 失業

時に 0 の値を取る．

2.2.1 家計の推移確率

労働者 (a, n, s) 及び失業者 (a, d) の分布関数を．炉w (a, n, s) 及びが (a,

d) と書くことにする．このとき．家計分布の推移は以下で記述される．

炉(a', n', s') = f., [1-J(n, s)]Q(s', s)Aw(a, n, s) 炉(a, n, s)(da, dn, ds) 
A (a,n,)=a' 

D+l 

＋苔{.. <m>=•'p[e(a)] f Q(s', s) が(n, s) が (a, n, s)(dn, ds) が(a, d)(da) 
Nx S 

+ p'<1I[a'= O], 

炉(a', d') = f J(n, s) が(a, d) 炉(a, d)(da) +日 Jが(a, d) 炉(a, d)(da). 
A• N d-1 A 

現在の状態が (a, n, s) である労働者の中で，解雇されなかった人達と．新

たな職を発見した人達．更に新卒採用された人達を集計したものが．次期の分

布げ(a', n', s') となる．ただし．新卒採用は必ず貯蓄ゼロであるため．次期

の貯蓄 a'=O にのみ影響する．同様にして．失業者の分布も決定する．我々が

注目するのは定常状態であるため. ifr=( ザ町が）が時間を通じて一定となる
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必要がある．

総労働供給は経済全体の家計数が1であるため．その内で労働者にある人た

ちの数で決定する．一方，総資本供給に関しては，全家計の貯蓄の集計値であ

る．

Ns=J ザ(a, n, s) (da, dn, ds), 

Ks= f A灯a, n,  s)炉(a, n, s)(da, dn, ds) +苫fが(a, d)炉(a, d)(da). 

●政府 政府は労働者から賃金の一部を雁用保険科として徴収し．失業者に給

付する．政府の予算制約は

D 

(9) 
d-0 

となる．ただし， Nunemp(d) は失業者の内， d期間の失業期間を経た人の割合

である．政府は失業保険の徴収以外には収入はなく，師期，予算をバランスさ

せるように税率ぎを決定する．

2.3 定常競争均衡の定義

本論文では定常均衡のみを分析対象としている．均衡を考える上で， t期間

内での各経済主体の意思決定のタイミングを確認しておこう．まず，期初に各

企業への固有ショック s,が実現する．固有ショックと t-1 期の雇用水準 "1-1

に応じて企業はt期の雇用量を決定する．企業の意思決定によって，今期，整

理解雇あるいは新規採用を行う企業が決まってくる．労働者の中には，働いて

いた企業の意思決定によって解扉される人達が存在する．彼等は退臓手当を受

け取り，失業者となる．一方，失業者はサーチ活動を行い，採用を行っている

企業を発見する．定常状態においては解雇された人と採用される人の数は同じ

となり，総労働供給は常に一定である．期末には一部の家計が定年退職し，次

期期初には新卒採用者が参入してくる．

定義 1 再帰的定常競争均衡 (Recursive Stationary Competitive Equilibrium) 
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とは．以下の条件を満たす家計の価値関数 <w. s, sり．政策関数 (Aw, A5, e), 

企業の価値関数 V 及び政策関数g, 分布関数(¢>, 1/r 叉炉）．賃金 W, 利子率 r

及び税率 r1 である．

1. 労働者の価値関数W は(2) 式を満たし，失業者の価値関数Sは(5) 式を満た

すように政策関数 (A 叫が）を決定する．また，新卒採用者 S' は常に

(6) 式を満たす．

2. 各企業の価値関数は(1) 式を満たし，政策関数g は企業の価値を最大化す

るように決定する．

3. 財市場労働市場及び資産市場はクリアしている．すなわち，

ND=Ns, 炉 =Ks.

4. 政府は侮期， (9) 式を満たすように税率ぞを決定する．

5. 企業と家計の分布関数は，企業行動及び家計行動と整合的で時間に対し

て不変である．

3 カリブレーション

我々のモデルは非常に複雑なため，解析的に分析していく事は不可能である．

そのため，数値解析を使って定常均衡を近似し，定常均衡問の比較を行う．モ

デルの 1期間が 3 ヶ月 (One-Quarter) となるように，パラメターを設定する．

この選択は，雁用保険の受け取り期間の最小期間が 3 か月であるためである．

3.1 選好バラメター

引退確率である 6 は，平均労働期間が 40 年間になるように，引退者の割合

が年率で 2.5% になるように調整した．割引因子は利子率が4% になるように

設定した．モデルの 1期間が 3 カ月とした場合の割引因子は， /3=0.9962 となる．

モデルの一期間が四半期と短いため，異時点問の代替の弾力性は 1 に近い値を

取る必要がある．そのため，瞬時効用関数は対数形 u (c,) = Inc, とする．
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労働からの不効用は，均衡における失業率及び失業平均持続期間がデータと

マッチするように決定した. Meyer (1990) は職発見確率及びサーチ活動に投

入する努力に関する推定を試み，職発見確率は線形に近い形状となり，それに

伴う不効用も線形に近い事を明らかにした．そのため，職発見確率をp(e,) = e; 

と特定化し， ,;=0.98 とした. Alvarez and Veracierto (2001) に従ってサーチ

(l-e,)"'-1 
活動による不効用は V(e1) =.Q と特定化し，モデルによる失業率が

u) 

実際のデータに近くなるように (Q,w) をw = 0.98, Q= 11.0 と設定した．また，

新卒採用率は 2001 年度の大卒者就職率に基づいてP'=0.92 とし，家庭での生

産活動をざ=0.2 に設定する．

3.2 企業の固有ショック

次に，企業行動に関するパラメターを設定しよう．各企業の生産関数は収穫

逓減と仮定した. Atkeson and Kehoe (2003) は，異質の企業が無数に存在す

る経済において，個別の生産関数をy戸 SK

ている* 11_ 言い換えると，国民所得のシェアの中で企業の所有者への配分が

15% であると想定している. 8本経済の個別企業の生産関数の係数に関する推

定は困難であるため， K=0.85 としたときに，労働分配率（及び資本分配率）

が日本経済とフィットするように (0,'T}) を特定化することにする．労働分配

wN 
率
寸・y は0.6 程度であるため， 'Tj=0.6 とする．

様々な業種の異質な企業から固有のショックを推計することは非常に困難を

伴う作業である．更に，雇用調整費用に応じて扉用創出率及び扉用消失率は敏

感に変化す． しかし，この論文における目的は企業ダイナミクスを完全に記述

する事ではなく，企業が作り出す扉用ダイナミクスが家計に与える影響を見る

• る いて は いら る • Kについては未

だ決定的な値は明らかになっていない．例えば, Alvarez and Veracierto (1998) では

K = 0.77(0 = 0.19, 7/ = 0.58) としており. Alonso-Borrego, et al. (2004) は0.9 次同次

としている．
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事である．固有ショック S1 の対数値はAR(l) に従うとし．次の確率過程で特定

化する．

lns1+1=plns けEt, Ct - N(O, a{) (10) 

このAR(l) 過程をTauchen and Hussey (1991) の方法に従って. 9個の実現値

となるマルコフ環として近似することにする．状態の数は 9個とした．

Cooper et al. (2004) はMethod of Simulated Moments を用いて企業レベル

のダイナミクスにおける費用関数の係数や分散を推計している. Cooper et al. 

(2004) のTable 2a によると，ショックの持続性を表すパラメターである pは

平均で0.7 程度になる* 18. ショックの分散については．モデルにおける雇用

創出・喪失率がデータに近づくように設定した．全てのパラメターをまとめた

のが表2である．

表2 カリブレーション・バラメター（年率）

割引因子 f3 0.986 

サーチ活動に伴う負効用 0 11.0 

サーチ活動に伴う負効用 w 0.98 

職発見確率 0.98 

引退確率 a 0.025 

資本減耗率 0 0.069 

資本シェア

゜
0.25 

労働シェア I') 0.60 

ショックの持続性 p 0.70 

ショックの標準偏差 CJE 0.056 

• 18Cooper et al. (2004) は. 2次関数等のいろいろな費用関数の推計を試みている．ショッ
クの持続性は様々なケースで変わり．小さい推計値では0.48 から大きい場合には0.996
になる (Table 3a) 。
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3.3 雇用保険と解雇費用

最後に，扉用保険及び解雇費用について特定化しよう．雇用保険は失業期間

に応じて給付される．非自発的に失業した場合，給付日数は勤務期間に応じて

150.330 日間となる．モデルの 1期間を 3 ヶ月としたため，受給資格はモデル

の2 期間をベンチマークとし，この期間を超えた失業者達は貯蓄の切り崩しの

みで生活すると仮定する．雇用保険の給付額は簡単化のために μ(0)=50% を

ベンチマークケースと想定する．扉用保険支給のための税率は政府の予算制約

をバランスさせるように(9) 式に基づいて内生的に決定する．

解雇費用は，ぞ=0.33 を基準とする．解雇費用は明示的に解屈者に支払われ

るものと社会的な費用とに区別されるべきである．実際，日本において企業に

よる整理解扉が困難な理由は，明示的な退職手当以外にも法的規制や大量解雇

に伴う社会的名声の低下などが含まれる． しかし，それらの社会的費用に関し

て考慮することはカリプレーション上困難である．我々のモデル・パラメター

特定化によると，これ以上の解雇費用を含めなくても十分に JCR/JDR をうま

くカリプレートしている．ベンチマークケースとして r1=0.33 とした理由は．

解雇する際．必ず事前に 1 ヶ月以上の猶予あるいは同等の賃金支払いが必要な

ためである．そのため，解雁される事が決定した人は退職手当として 1か月分

の給与を支払われることをモデル化している．

4 分析結果

4. l 解雇規制と企業分布

まずは，企業サイドの分析から始めよう．図 1 は，モデルにおける企業サイ

ズの分布をプロットしたものである．固有リスクは 9 種類の状態を取ると仮定

した．解雇規制がない場合には各生産性に応じて扉用最が決まるため. 9 種類

の企業タイプが生成されるはずである． しかし．企業は解扉規制に直面してい

る事から，現在の雇用水準が最適雇用水準よりも少し多かったとしても，解扉

費用を負担してまで調整を行わない．実際，企業の意思決定関数は (s, S) ルー

ルに従っており．最適雇用水準近辺では現在の扉用を維持し，極端に最適値か
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らはずれると一気に調整を行う．そのため．企業分布は図 1のように生産性に

応じた雇用量とその近辺に分布が生成されることになる. (s, S) ルールに従う

事から．例えば企業サイズが 2 近辺のような中間値には企業は存在しない．図

2 は企業サイズに応じた雇用創出・喪失率の分布である．

図 1 企業サイズ分布
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図2 雇用創出・喪失率
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企業の生産性が雇用調整のドライビングファクターになっている事から．現

在の生産性水準から推移したときに．扉用調整が行われることになる．図 3 に

よると．生産性水準が最低の場合にはおよそ 17% の扉用が失われることにな

る．当然．生産性が高い企業では解雇は行われない．同じ生産性分布であった

としても．生産性ショックの持続性が低いほど頻繁に雇用調整を行わなければ

いけないことになる．すなわち．雇用調整がどの程度行われるかは．解雇規制

に加えてショックの持続性．すなわち企業規模の入れ替わりがどの程度．頻繁

であるかに応じて決まる．図 4 は．企業規模ごとの解扉確率である．モデルか

らは企業サイズが大きいほど．いずれ生産性が低下する可能性がある事から．

解雇確率は高い事になる．この点に関しては大企業の方が扉用が安定している

という事実と矛盾した結果になる．通常．失業者はより雇用の安定している大

企業に就職する事を望むであろうから．この点に関してはモデルを改良する余

地があるといえる．
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図3 企業の生産性と解雇確率
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図4 企業ザイズと解雇確率
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4.2 最適雇用保険

前記のとおり，モラルハザードを考慮に入れた時の最適雇用保険率の研究は

非常に多く存在している. Hansen and imrohoroglu (1992) は，動学一般均衡

モデルを数値的に解いて最適保険率を求めた最初の研究である．彼等は，モラ

ルハザードを完全に排除する事が出来るならば，保険科は賃金の 65% 水準を

ずっと給付し続ける事が最適であることを明らかにした． しかし，この数値は

モラルハザードを一切排除できない場合には大きく下がり，最適水準は 5% と

なる．彼等のモデルでは労働者は辞職をして扉用保険を受け取りながらレ

ジャーを楽しむ可能性が含まれており，モラルハザードの影響は非常に大きい．

Abdulkadiroglu, et aL (2002) は，彼等のモデルを拡張して失業期間に応じた

最適な屈用保険料率を探している．貯蓄が可能であってもそれを社会計画者が

観察可能である時には，最適扉用保険は失業期間に応じて 4 四半期で

{0.65,0.65,0.65,0.3} と高い水準となり，扉用保険が存在しない経済から最適保

険率への移行は平均消費を 2% 以上増やす事を明らかにしている．しかし，計

画者から隠れて貯蓄 (Hidden Savings) が可能である場合，雇用保険はモラル

ハザードを生じさせるため，最適保険は {0.95,0.0,0.0,0.1} と大幅に低下し，最

適政策への移行のメリットもわずか 0.6% にまで下落する．図 5 は我々のモデ

ルにおけるサーチ活動を資産保有籠に依存してプロットしたものである．資産

保有量が多ければサーチ活動に対する努力鼠は低下する．特に，資産保有量が

極めてゼロに近い所ではサーチ活動に対する意欲は急激に高くなる．また，雇

用保険が存在しているか，いないかで，サーチ活動に対する意欲は倍程度の差

が生じることになる．この点から，我々のカリブレーションに基づくと，雇用

保険の存在がサーチ活動を低下させて失業率を高めていると言える．当然，カ

リプレーション次第でこの結果は変わってくる事から，サーチモデルに基づい

た日本の労働市場の推計を正確に行うことが不可欠である．
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図5 サーチ活動
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一方， Young (2004) はAiyagari モデルにサーチ活動（及びJob-Retension

Effort) を導入し同様に最適雇用保険料率を探っている．彼の結論は，最適

な雇用保険料率は 0% というものであった．扉用保険契約を提供する社会計画

者が被契約者である家計の貯蓄行動を観察できない場合には，貯蓄を多くして

いる人達が雇用保険を受け取りながらサーチ活動への努力を減少させるという

モラルハザードが観察される．そのため，貯蓄が可能でそれをコントロール出

来ない環境では自身の貯蓄を使った扉用リスクの回避が社会的に望ましくな

る. Yamada (2006) によると， Young (2004) のゼロ保険料率という結論は

期待値で見た場合には成立するものの，現在保有している貯蓄水準によって扉

用保険の影響は大きく異なる．資産保有分布における下から {0,5,25,50, 75,95} % 

にある家計の貯蓄水準を計算し，各階層にとっての雁用保険の影響を確認して

たところ，一般均衡効果の影響力によって，雇用保険が拡充されたときの貯蓄

階層ごとの影響は U 字型となる．失業した時に切り崩す蓄えが乏しい事から，

貯蓄額が非常に少ない階層にとって，雇用保険の充実は消費量の上昇をもたら

す．同時に，雇用保険が充実した経済では貯蓄意欲が低い事から資本市場では

供給が減少し，金利は上昇する．その結果，高資産層にとっては雇用保険料負
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担よりも利子収入が上回り．雇用保険の充実が厚生の上昇を作り出す事になる

事も同時に明らかにしている．まとめると．平均的には扉用保険の充実は社会

厚生をわずかに低下させ，失業率を高めるという先行研究と近い結論が得られ

た．一方で，貯蓄水準によって保険の影響は様々である事が明らかになった．

雇用保険は確かに貧困層にとっては正の効果を持つ一方で．資産格差を拡大さ

せるという効果も存在している．また，高資産層にとって雇用保険の充実は 1%

以上の高い消費増を作り出す可能性も持っている．

4.3 資産保有分布

最後に．扉用リスクと資産保有分布の関係性をチェックしておこう．図 6 は

横軸に企業サイズを取り，企業割合（左縦軸）と資産保有分布（右縦軸）をプ

ロットしたものである．資産保有分布の傾向を見ると，明らかに大企業に属し

ている家計の方が資産保有鼠は少なくなっている．この傾向は 2 つの解釈の可

能性がある．第一に．小企業は生産性が低く．結果的に頻繁に解雇が行われて

いるため．解扉リスクに備えるために予備的動機として貯蓄を多めに持ってい

る可能性である．第二の可能性は．図 4 から大企業の方が解雇率が高い事から．

中企業に勤める家計の方が結果的に扉用継続期間が長めになっており．それが

高資産保有となっている点である．当然．失業者は資産を切り崩しており．労

働者のままであれば資産保有を積み増すことになる． 日本経済においては．大

企業勤務の労働者の方が賃金が高い事から資産保有も多くなる． しかしこれが

中小企業との賃金格差のせいなのか．それとも貯蓄性向の差なのかは自明では

ない．中小企業と大企業の賃金水準は異なるため，もし同じ賃金水準であれば，

雇用が安定している大企業労働者の方が予備的動機での貯蓄が少なくなるた

め．資産保有最は中小企業勤務の家計の方が大きくなる可能性はある．最後に．

扉用保険水準毎に生産性水準と平均資産保有量をプロットしたのが図 7 であ

る．雇用保険が少なければそれだけ資産保有鼠は多くなり．生産性が低いほど

資産保有量は高めになる．以上から．資産保有量と企業分布の関係性は．デー

タと矛盾するように見える．これは．上記のように．大企業の安定感がモデル

でうまく描写されていないためである．そのため．日本経済における解扉規制
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と扉用保険による経済厚生を分析する場合，

する必要がある．

企業間の異質性を より正確に記述

図6 企業サイズ分布と資産保有量

0 .2 5 

0.20 

50 11 oo や
写i -3
ハ}

0.05 

4.4 

42 

086 433 

ymy
送淫迄

3.4 

3.2 

． ．
． ． ヽ
• ” 

v
o 

ト
• 寸 co 

. 企業サイズ分布

z
.N 

g
・; , :  

4.4 

4.2 

」
<»N~ 
く'C') C') 

企業サイズ

• 汽産保有批

O
.V 

c.
V 

ト． 寸 o
・c ;  

ー 線形近似

寸
・g

ぼ
H
咲涵迄

08642 4

3333 4|-

―― 

[0

:
•9 

••• ． 
•• ． 

図7 企業の生産性と資産保有量
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5 今後の課題

本稿では， H本の労働市場が直面する諸問題を分析するためのフレームワー

クとしてどのような点に注目すべきかについて議論してきた．ここで提供され

たモデルは日本経済に関する様々な特徴を包含している事から日本の労働市場

政策を分析する事に力を発揮すると考えられる． しかし．これだけいろいろな

特性を含めたにもかかわらず．残された課題がいくつも存在している．

ている は正 • 非正規屈用問題は扱っていな

ぃ．ただし．この点についてはAlonso-Borrego, et al. (2006) のように拡張して．

非正規扉用のように解雇されやすく賃金が低い労働者を考慮する事は可能であ

る． しかし．これだけでは現在の日本経済が匝面する賃金格差を考慮するには

不十分である．例えば， Acemoglu (1999,2002) やAcemoglu and Shimer 

(1999a,1999b,2000) は労働者の生産性とサーチ活動に基づいて，賃金格差の説

明を行っている．労働者の生産性や人的資本を考慮する事によってこの点を分

析対象とする事は可能であると考えられる．本文で指摘したように．大企業と

中小企業の安定感の違いは日本経済における失業問題を考える上で非常に煎要

である．また．マクロ経済ショックの影響は一切，考慮に入れていないため．

不況期における雇用政策問題を明示的に論じることは出来なかった．例えば．

定常均衡だけでは日本特有の新卒採用制度がどの程度の厚生損失を作り出して

いるか．どのような政策対応が望ましいかを分析するには不十分である．動学

的一般均衡モデルは．経済政策のマクロ的効果とミクロ的効果を測る有用な

ツールである．そのため．今後．日本における労働市場の特性を考慮に入れた

分析フレームワークが構築され．分析していく必要がある．
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